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１．2026年３月期第１四半期の連結業績（2025年４月１日～2025年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 7,291 3.7 370 △24.2 378 △25.7 230 △29.3
2025年３月期第１四半期 7,033 21.8 489 93.4 508 96.6 326 95.8

(注) 包括利益 2026年３月期第１四半期 115百万円(△66.1％) 2025年３月期第１四半期 340百万円( 82.3％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第１四半期 28.20 ―
2025年３月期第１四半期 39.91 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 15,823 7,666 48.0
2025年３月期 16,095 7,854 48.4

(参考) 自己資本 2026年３月期第１四半期 7,595百万円 2025年３月期 7,785百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 ― 33.00 ― 37.00 70.00
2026年３月期 ―
2026年３月期(予想) 60.00 ― 60.00 120.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 32,000 6.3 3,000 6.8 3,000 5.2 1,950 2.3 238.38

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(注) 詳細は、添付資料８ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注

記事項(四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用)」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2026年３月期１Ｑ 8,800,000株 2025年３月期 8,800,000株

② 期末自己株式数 2026年３月期１Ｑ 619,838株 2025年３月期 619,838株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年３月期１Ｑ 8,180,162株 2025年３月期１Ｑ 8,180,229株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の

業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間（2025年４月１日～2025年６月30日）におけるわが国経済は、雇用や所得環境が

改善するなか、景気は緩やかな回復基調で推移しています。一方で、物価の上昇や為替の変動、さらには米国の

通商政策などの影響により、先行き不透明な状況が続いております。

当社グループの属する情報サービス業界におきましては、ＩＴ投資は堅調に推移しており、生成ＡＩの更な

る活用も推進されています。また、レガシーシステムのクラウド移行やオープン化の動きが見られています。一

方で、外部要員費の上昇や、人材確保のための賃上げ等による人件費の増加が見込まれます。このような中、当

社グループではクラウド関連の資格取得や生成ＡＩ研修の実施等を通じた人材育成、即戦力となる中途採用を更

に強化するとともに、ニアショア活用、子会社とのシナジー創出などに注力することで、今後も顧客ニーズの多

様化に柔軟に対応してまいります。また、顧客のＩＴライフサイクルを包括的にサポートするＩＴフルアウトソ

ーシングの推進などにより、引き続き既存顧客の領域拡大および新規顧客の獲得に取り組んでまいります。

駐輪場業界におきましては、駐輪場利用は安定して推移しています。顧客企業や自治体においても、都市再

開発等に伴う駐輪場の新規開設や、人手不足に伴う駐輪場の無人化、駐輪場老朽化に伴う機器入替など、堅調な

需要が見込まれます。当社グループでは、人手不足を補う月極駐輪場管理システム「ECOPOOL」や、豊富な実績

により培ったコンサルティング力や高品質なサービスを強みに、引き続き確実な受注獲得に努めております。ま

た、近年では収益性向上を目指し、駐輪場の料金改定、自治体戦略の推進、外部委託業務の内製化、ＩＴ技術の

活用によるコスト削減など、様々な施策を通じて強固な財務基盤を築いてまいりました。今後もプライシングモ

デルの確立による機動的な料金改定の実施や、駐輪場データの分析・活用による合理的な駐輪場展開など、デー

タドリブンによる効率的な駐輪場運営を加速させてまいります。

当第１四半期連結累計期間につきましては、ＩＴ関連事業（システム開発事業、サポート＆サービス事業）

において大型案件の終了や、株式会社ジャパンコンピューターサービスの子会社化による増収効果が一巡したこ

となどにより小幅増収にとどまりました。一方で、パーキングシステム事業においては駐輪場利用が堅調に推移

し、増収となりました。利益面では両事業において価格改定を実施していますが、ＩＴ関連事業の子会社におけ

る案件取り込み時期の遅れやパーキングシステム事業における一過性コストの発生、全社的な取り組みとして中

期経営計画「Vision2026」最終年度における人的資本経営のさらなる推進や新サービス開発に伴う投資を継続し

ていることなどから、前年同期比で減益となりました。

以上により、当第１四半期連結累計期間の売上高は、7,291百万円（前年同期比3.7％増）、営業利益370百万

円 (前年同期比24.2％減）、経常利益378百万円（前年同期比25.7％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益

230百万円（前年同期比29.3％減）となりました。

当第１四半期連結累計期間におけるセグメント別の業績は、次のとおりです。

システム開発事業

保険会社向けアプリケーション保守の拡大や、金融業へのクラウド型ワークフローシステムの導入、建設業

におけるアプリケーション保守の獲得など、堅調に推移しているものの、複数の大型案件が前期で終了したこと

や、一部顧客からの戦略的撤退を実施していることから、売上高は前年並みとなりました。利益面におきまして

は、顧客への価格交渉の効果が現われていますが、従業員の賃上げや外注先からの労務費の転嫁要請に適切に対

応していることなどからコストが増加し、前年同期比で減益となりました。これらの結果、売上高3,034百万円

（前年同期比1.8％増）、セグメント利益388百万円（前年同期比2.8％減）となりました。
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サポート＆サービス事業

製造業におけるＰＣのセキュリティ運用業務を受注したことや、小売業のサポートデスク、保険会社のネッ

トワーク構築等を受注したことにより、前年同期比で増収となりました。利益面におきましては、システム開発

事業と同様、人件費の増加や外部要員費の上昇および子会社における案件取り込み時期の遅れなどにより、減益

となりました。これらの結果、売上高2,330百万円（前年同期比4.2％増）、セグメント利益176百万円（前年同

期比7.3％減）となりました。

パーキングシステム事業

複数の再開発案件の受注により、機器販売は大型案件を獲得した前年と同水準となりました。また、駐輪場

利用料収入も堅調に推移しています。一方で、利益面におきましては、料金改定により自営駐輪場の採算性は向

上しているものの、通信事業者のサービス終了に伴うネットワーク回線変更や新紙幣対応によるコスト、次世代

駐輪場開発への投資などにより、前年同期比で減益となりました。これらの結果、売上高は1,917百万円（前年

同期比5.9％増）、セグメント利益392百万円（前年同期比5.4％減）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末に比べ272百万円減少し、15,823百万円となりまし

た。減少した主なものは、受取手形、売掛金及び契約資産582百万円であります。一方、増加した主なものは、

現金及び預金241百万円であります。負債は、前連結会計年度末に比べ84百万円減少し、8,156百万円となりまし

た。減少した主なものは、賞与引当金808百万円、未払法人税等483百万円及び買掛金125百万円であります。一

方、増加した主なものは、退職給付に係る負債211百万円であります。また、純資産は、前連結会計年度末に比

べ187百万円減少し、7,666百万円となり、自己資本比率は、前連結会計年度末の48.4％から48.0％となっており

ます。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,567,225 7,808,877

受取手形、売掛金及び契約資産 4,095,865 3,513,479

商品及び製品 160,077 160,759

仕掛品 157,549 178,930

その他 605,559 616,842

流動資産合計 12,586,277 12,278,889

固定資産

有形固定資産 1,293,059 1,254,562

無形固定資産

のれん 73,164 62,712

その他 197,519 199,258

無形固定資産合計 270,684 261,971

投資その他の資産 1,945,785 2,028,199

固定資産合計 3,509,528 3,544,733

資産合計 16,095,806 15,823,622

負債の部

流動負債

買掛金 1,069,642 943,740

短期借入金 799,868 700,000

未払法人税等 657,014 173,591

賞与引当金 1,256,183 447,626

受注損失引当金 1,869 14

資産除去債務 2,313 968

その他 1,954,528 3,207,601

流動負債合計 5,741,420 5,473,542

固定負債

役員退職慰労引当金 185,001 189,136

株式報酬引当金 132,600 147,092

退職給付に係る負債 1,416,756 1,628,693

資産除去債務 332,769 332,348

その他 433,221 385,965

固定負債合計 2,500,348 2,683,236

負債合計 8,241,768 8,156,778
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 438,750 438,750

資本剰余金 1,019,556 1,019,556

利益剰余金 6,365,152 6,293,196

自己株式 △229,315 △229,315

株主資本合計 7,594,142 7,522,186

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 117,949 137,084

為替換算調整勘定 8,255 5,031

退職給付に係る調整累計額 65,346 △69,191

その他の包括利益累計額合計 191,551 72,924

非支配株主持分 68,343 71,732

純資産合計 7,854,038 7,666,843

負債純資産合計 16,095,806 15,823,622
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

売上高 7,033,361 7,291,129

売上原価 5,544,690 5,808,932

売上総利益 1,488,670 1,482,196

販売費及び一般管理費 999,504 1,111,207

営業利益 489,166 370,989

営業外収益

受取利息 880 590

受取配当金 3,693 4,940

受取家賃 4,226 3,180

その他 18,048 4,317

営業外収益合計 26,848 13,027

営業外費用

支払利息 5,769 5,738

その他 1,726 219

営業外費用合計 7,496 5,958

経常利益 508,518 378,059

税金等調整前四半期純利益 508,518 378,059

法人税等 180,173 143,960

四半期純利益 328,344 234,099

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,825 3,389

親会社株主に帰属する四半期純利益 326,518 230,709
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

四半期純利益 328,344 234,099

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 14,301 19,134

為替換算調整勘定 2,269 △3,224

退職給付に係る調整額 △3,964 △134,537

その他の包括利益合計 12,606 △118,627

四半期包括利益 340,951 115,471

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 339,125 112,082

非支配株主に係る四半期包括利益 1,825 3,389
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗

じて計算する方法を採用しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合は、法定実効

税率を使用する方法によっております。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結損

益計算書計上

額（注）３
システム

開発事業

サポート＆

サービス事業

パーキング

システム事業
計

売上高

顧客との契約から生
じる収益

2,981,860 2,236,501 1,806,505 7,024,867 4,458 7,029,325 ― 7,029,325

その他の収益 ― ― 4,035 4,035 ― 4,035 ― 4,035

外部顧客への売上高 2,981,860 2,236,501 1,810,540 7,028,903 4,458 7,033,361 ― 7,033,361

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,717 ― ― 1,717 ― 1,717 △1,717 ―

計 2,983,577 2,236,501 1,810,540 7,030,620 4,458 7,035,078 △1,717 7,033,361

セグメント利益又は
損失（△）

399,296 190,030 414,713 1,004,040 2,404 1,006,444 △517,278 489,166

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△517,278千円は、各セグメントに配分していない全社費用であり、

親会社に係る一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第１四半期連結累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結損

益計算書計上

額（注）３
システム

開発事業

サポート＆

サービス事業

パーキング

システム事業
計

売上高

顧客との契約から生
じる収益

3,034,744 2,330,306 1,916,049 7,281,100 8,809 7,289,909 ― 7,289,909

その他の収益 ― ― 1,219 1,219 ― 1,219 ― 1,219

外部顧客への売上高 3,034,744 2,330,306 1,917,269 7,282,319 8,809 7,291,129 ― 7,291,129

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,735 264 ― 2,999 ― 2,999 △2,999 ―

計 3,037,479 2,330,570 1,917,269 7,285,319 8,809 7,294,128 △2,999 7,291,129

セグメント利益又は
損失（△）

388,158 176,192 392,129 956,480 1,692 985,173 △587,183 370,989

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△587,183千円は、各セグメントに配分していない全社費用であり、

親会社に係る一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの

償却額は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

減価償却費 92,219千円 102,317千円

のれんの償却額 10,452千円 10,452千円
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年８月８日

ＮＣＤ株式会社

取 締 役 会 御 中

東 陽 監 査 法 人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 辻 村 茂 樹

指定社員
業務執行社員 公認会計士 三 宅 清 文

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているＮＣＤ株式会社の2025年４月１日から2026年３月31

日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）及び第１四半期連結累計

期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所

の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関

する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準

拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対

して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに

入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等

の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項

が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。




